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研究要旨 妊産婦死亡の主たる原因である分娩周辺の大量出血に対 

しては輸血が最も有効な治療法であり、いかに迅速に輸血に対応でき

るかが妊産婦死亡の回避につながる。昨年度までの調査では分娩周辺

の大量出血の予測は困難で、いかに迅速に輸血を行えるかが母体救命

の鍵と考えられた。本研究では産科臨床の場での輸血に対する対応状

況を調査し、システム上の問題点を明らかにする 
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Ａ．研究目的 

妊産婦死亡の主たる原因である分

娩周辺の大量出血に対しては輸血が

最も有効な治療法であり､いかに迅

速に輸血に対応できるかが妊産婦死

亡の回避につながると推測できる。

産科臨床の場ではあらゆる血液型に

対して 24 時間ベッドサイドに血液

が確保されているとは限らず、ほと

んどの施設が日赤を代表とする血液

センターからの供給に頼っているの

が現状である。 

昨年度までの検討では、出血による

妊産婦死亡の原因となる異常妊娠、

特に前置胎盤と常位胎盤早期剥離に

ついて着目し、その診断と大量出血

の予測は全ての産科施設に求めるこ

とは現状では困難であることが判明

した。また常位胎盤早期剥離は発症

の予測すら困難である。 

そこで、分娩周辺の出血に対しては

その予測よりもそれに対する対応が

母体の救命につながると考えて、本

研究は効率的で迅速な輸血の体制を

確立するために、現状の輸血供給シ

ステムの問題展を明らかにすること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

産科施設における妊産婦救急体制、

特に輸血に対する医療資源と設備に

関してアンケート調査を行った。ア

ンケートの内容は(資料 1.2)、1.施

設の規模および人的資源、2.年間輸

血例数、3.輸血準備状況、4.血液依

頼状況、5.患者搬送状況を骨子とし

た。 

1.施設の規模および人的資源では、



産科医師数、当直医師数、病床数、

NICU ベッド数、夜間の麻酔体制、緊

急帝王切開の所要時間について調査

した。 

2.年間輸血例数では、1998 年の産

科関連の輸血症例の疾患と輸血の種

類と量について調査した。 

3.輸血準備状況では、輸血専門部

の活動状況、放射線照射設備の有無、

院内で確保されている血液の種類と

量、不規則抗体スクリーニングの有

無について調査した。 

4.血液依頼状況では、院外依頼先

までの距離と所要時間を具体的に調

査した。 

5.患者搬送状況では、自施設で輸

血を行わない場合の搬送先について

距離、所要時間について具体的に調

査した。 

さらに 1998 年の輸血実施症例に

対し､診断名､出血量､輸血の種類と

量､輸血依頼先を個別に調査した。 

調査対象施設は埼玉県､三重県､京

都府､大阪府の各地区産婦人科医会

所属施設とし､各地区産婦人科医会

の協賛を得てアンケート送付を行っ

た。 

 

C.研究結果 

各地区でのアンケート回収件数は、

埼玉件 116 件、三重県 77 件、京都府

80 件、大阪府 234 件で、そのうち分

娩を扱っている施設はそれぞれ 105

件、66 件、45 件、122 件で今回検討

の対象となった施設の総数は 338 件

であった。 

アンケートの詳細な解析は来年度に

予定している。 

D.考察 

今回のアンケートの結果より、妊産

婦救急医療に必要な医療資源と設備

レベルに応じた輸血に対する準備状

況が明らかとなり、妊娠に関連した

大量出血に対する救急体制の現状を

把握することができる。特に今回の

調査は大都市(大阪)、近郊地域(埼

玉)複合地域(京都)、遠隔地域(三重)

と地域特性の異なった 4 地域で行わ

れており、調査結果の結論は日本の

どの地区にも適応することができる。 

 

E.結論 

大量出血による妊産婦死亡を減少さ

せるためには輸血供給システムの整

備が急務で、本研究によりシステム

整備のための提言が期待される。 

 








